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事業譲受および新会社設立に関するお知らせ 

 

当社は、2023年11月30日開催の取締役会において、2023年10月２日に新潟地方裁判所に自己破産を申請し、破

産手続き中のニッコー株式会社（以下「ニッコー」とする）より同社の主力事業である平面研削盤製造・販売

事業（以下「本事業」といいます。）を譲り受けること、およびその受け皿となる当社の100％出資子会社を

設立することについて決議いたしました。 

また、12月12日開催の取締役会において、ニッコーの破産管財人弁護士との間で本事業の事業譲渡契約を締結

することについて決議したことをお知らせいたします。 

 

記 

 

１． 事業譲受の理由および目的 

 当社は、工作機械、半導体関連装置の両分野における「総合砥粒加工機メーカー」として研究・技術開発を

推進し、高性能の製品を生産・販売することでお客様の多様なニーズに応えられるよう取り組んでおります。 

 一方、ニッコーは1994年３月に設立され、主に平面研削盤製造・販売、オーバーホール、各種メンテナンス

といった事業を手掛けており、工作機械業界から評価を得ておりました。 

 今般、当社グループは、「総合砥粒加工機メーカー」としての更なる発展に向けて、同社の設備を含む本事

業を譲り受けることとし、その受け皿となる当社100%出資の新会社を設立することといたしました。譲り受け

る資産は、本社土地、本社工場および機械装置等の有形固定資産、ソフトウェア等の無形固定資産、棚卸資産

であり、負債の譲受はありません。 

 今後、当社グループは、本事業の譲受による販路拡大・サービス体制の強化を図るとともに、中長期的に

は、新会社を含むグループ各社との更なる連携およびノウハウの相互活用を通じた多面的なソリューションの

展開を目指してまいります。 

 

２． 事業譲受の概要 

（１） 事 業 譲 受 の 内 容 平面研削盤製造・販売、オーバーホール、各種メンテナンス、設備 

（２） 
当該事業の資産・負

債の項目および金額 

(資産)本社土地、本社建物および機械装置などの有形固定資産、ソ

フトウェア等の無形固定資産、棚卸資産 

(負債)事業譲受の範囲に含まれておりません 

金額につきましては、相手方の意向を踏まえ開示を控えさせていた

だきます。 

（３） 
取 得 価 格 お よ び 

決 済 方 法 
相手方の意向を踏まえ開示を控えさせて頂きます。 

 

 



 

 

 

３． ニッコーの概要 

（１） 名 称 ニッコー株式会社 

（２） 所 在 地 新潟県長岡市猫興野字村浦 162番 1 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 石附 広 

（４） 事 業 内 容 平面研削盤製造・販売事業 

（５） 資 本 金 90 百万円 

（６） 設 立 年 月 1994年３月 

（７） 
大 株 主 お よ び 

持 株 比 率 
相手方の意向を踏まえ開示を控えさせて頂きます。 

（８） 

上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

（９） 人 的 関 係 該当事項はありません。 

（10） 取 引 関 係 該当事項はありません。 

（11） 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

４． 新会社の概要 

（１） 名 称 株式会社 NICCO 

（２） 所 在 地 新潟県長岡市猫興野字村浦 162番 1 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小河 恵資 

（４） 事 業 内 容 平面研削盤製造・販売、オーバーホール、各種メンテナンス 

（５） 資 本 金 90 百万円 

（６） 設 立 年 月 2023年 12月６日 

（７） 
大 株 主 お よ び 

持 株 比 率 
当社 100％ 

（８） 

上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 当社の 100％子会社であります。 

（９） 
人 的 関 係 当社の取締役 2 名、当社従業員 2名が当該会

社の取締役および監査役を兼任いたします。 

（10） 取 引 関 係 該当事項はありません。 

（11） 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

５． 日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2023年 12月 12 日 

（２） 契 約 締 結 日 2023年 12月 12 日 

（３） 事 業 開 始 日 2024年１月５日（予定） 

 

６． 今後の見通し 

本件による当期の連結業績に与える影響は軽微でありますが、今後公表すべき事項が生じた場合には、速や

かにお知らせいたします。 

 

以 上 


